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Ⅰ．本資料の目的 

1. 当委員会は、2024年 3月 29日に、次の公開草案（以下あわせて「本公開草案」という。）

を公表した。 

(1) サステナビリティ開示ユニバーサル基準公開草案「サステナビリティ開示基準の適

用（案）」（以下「適用基準（案）」という。） 

(2) サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 1 号「一般開示基準（案）」（以下

「一般基準案」という。） 

(3) サステナビリティ開示テーマ別基準公開草案第 2号「気候関連開示基準（案）」（以

下「気候基準案」という。） 

2. 本公開草案のコメント期間は 2024 年 7 月 31 日までであり、本公開草案に対して 100 通

を超えるコメントが寄せられた。 

3. 本資料は、当委員会における確定基準公表後の対応について整理し、確定基準の本文又

は結論の背景に含める内容を検討することを目的としている。 

Ⅱ．事務局による提案の要約 

4. 本論点に関する事務局の提案を要約すると、次のとおりである（後述の第 26 項参照）。 

(1) 確定基準の公表後の対応として、次の事項を、適用基準の結論の背景に定める。 

① 国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」という。）が IFRSサステナビ

リティ開示基準（以下「ISSB 基準」という。）を改訂する場合、当委員会が公

表するサステナビリティ開示基準（以下「SSBJ基準」という。）上の取扱いにつ

いて可及的速やかに検討を開始する。 

② ISSB が教育的資料等を公表した場合、当委員会において、補足文書の公表の要

否について可及的速やかに検討を開始する。 

③ SSBJ 基準公表後かつ強制適用前の SSBJ 基準の見直しについて、SSBJ 基準にお

ける定めが明確であるものの、これに従った開示を行うことが実務上著しく困
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難な状況が市場関係者により識別され、その旨当委員会に提起された場合には、

公開の審議により、別途の対応を図ることの要否を当委員会において判断する。 

④ SSBJ基準の強制適用後、SSBJ基準に従って作成されたサステナビリティ関連財

務開示が ISSB基準に従って作成されたサステナビリティ関連財務開示と同じに

なることを意図して、必要に応じて、SSBJ 基準における定めを追加又は削除す

ることを検討する。 

(2) (1)③の「別途の対応」に関する具体的な手順は、次のとおりとする。 

① 市場関係者からの提起は、提出者名を明記した文書によることとし、電子メール

により受け付ける。 

② 当該提起を受け取った場合、当委員会事務局は、その旨を当委員会に報告すると

ともに、当委員会において、SSBJ 基準に従った開示を行う場合に実務上著しく

困難な状況が認められるかどうか、及び、代替的な取扱いの要否等について検討

する。また、必要に応じて、公開の審議において提出者から提起された状況の説

明を受ける。 

③ 審議の結果、SSBJ 基準の改正が必要と判断した場合には、公開草案を公表し、

公開草案に寄せられた市場関係者からの意見を踏まえ、最終的な改正の要否に

ついて判断する。 

Ⅲ．これまでの経緯及び問題の所在 

5. 当委員会では、SSBJ 基準の開発にあたり、国際的な整合性を図ることとしている。具体

的には、国際サステナビリティ基準審議会（以下「ISSB」という。）が公表する ISSB基

準との整合性を図ることとし、その方法として、ISSB 基準の要求事項をすべて取り入れ

たうえで、我が国の法令等の周辺諸制度との関係など相応の理由が認められるものにつ

いては、ISSB 基準の要求事項に代えて SSBJ 基準独自の取扱いを選択することを認める

こととしている1。 

6. ここで、ISSB 基準との国際的な整合性を図るという場合、必ずしも基準の文言を同じに

することを意味せず、SSBJ 基準に従って作成されたサステナビリティ関連財務開示が

ISSB 基準に従って作成されたサステナビリティ関連財務開示と同じになることを意図し

ている。 

 
1 第 37 回サステナビリティ基準委員会（2024 年 8 月 21 日開催）審議事項 A1「開発にあたっての基本

的な方針」 
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7. 当委員会事務局が調べた限り、現時点で、法令等に基づき ISSB基準に基づくサステナビ

リティ関連財務開示を公表している企業はないと考えられる。この状況は、SSBJ 基準の

確定基準の公表目標時期である 2025年 3月まで大きく変わらないことが予想される。 

8. これまで議論してきたとおり、ISSB 基準の要求事項の中には、どのような内容の開示を

求めているのかが必ずしも明確ではなく、世界中の ISSB 基準の利用者が ISSB 基準をど

のように解釈するのかについて明らかでないものも見受けられる。特に、それぞれの開

示項目について、どの程度詳細に記述すべきかについては、開示目的を達成する情報を

開示しなければならないと要求されているのみであり、実際にどのような開示となるか

は明らかではない。この点、本公開草案においても、企業が表現しようとするものを忠実

に表現するため、企業の置かれた状況に即して企業が判断するものであると考えられる

としている。 

9. したがって、SSBJ 基準に従って作成されたサステナビリティ関連財務開示が ISSB 基準

に従って作成されたサステナビリティ関連財務開示と同じになるためには、確定基準公

表後も対応が必要になると考えられる。 

10. 以下では、次の場合に分けて、確定基準公表後の対応について分析している。 

(1) ISSBが ISSB基準を改訂した場合 

(2) ISSBが教育的資料等を公表した場合 

(3) SSBJ基準公表後かつ強制適用前の見直し 

(4) SSBJ基準強制適用後の見直し 

Ⅳ．確定基準公表後の対応（案） 

（１） ISSBが ISSB基準を改訂した場合 

11. ISSB 基準の要求事項について、国際的にも市場関係者の解釈に幅があることは ISSB も

認識していると考えられ、その対応策として ISSB が ISSB 基準を改訂することがあると

考えられる。 

12. SSBJ基準は ISSB基準との整合性を図ることとしているため、ISSBが ISSB基準を改訂し

た場合には、同じ内容を SSBJ基準にも取り入れるかどうかを検討することになると考え

られる。この点、これまでと同じアプローチを採用するときは、改訂された ISSB基準の

内容を SSBJ基準に取り入れたうえで、ISSB 基準の要求事項に代えて SSBJ 基準独自の取

扱いを選択することを認めるかどうかを検討することになると考えられる。 
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13. ここで、SSBJ 基準と ISSB 基準が「同期」していることが望ましいと考えられることか

ら、ISSB 基準が改訂された場合に、可及的に速やかに対応することが考えられる。ISSB

が ISSB基準を改訂する場合、自身のデュー・プロセスに従い公開草案を公表することに

なると考えられるが、ISSBが公開草案を公表した段階から、当委員会において SSBJ基準

上の取扱いの検討を開始することもあると考えられる。 

 

ディスカッション・ポイント 

ISSB が ISSB 基準を改訂した場合に関する事務局の分析（本資料第 11 項から第 13 項参照）

について、ご質問やご意見があればいただきたい。 

 

（２） ISSBが教育的資料等を公表した場合 

14. ISSB 基準の要求事項について、国際的にも市場関係者の解釈に幅があることは ISSB も

認識していると考えられ、その対応策として ISSBが教育的資料等を公表することがある

と考えられる。 

15. ISSB の教育的資料等は ISSB 基準を構成しないため、ISSB が教育的資料等を公表した場

合でも、SSBJ基準の改正にはつながらないと考えられる。ただし、ISSBの教育的資料等

のうち、SSBJ 基準の適用にあたり参考になると考えられるものについては、当委員会の

補足文書とすることが考えられる。 

16. ISSB基準を適用する企業が、ISSBが公表する文書を参考にし始めるタイミングと、SSBJ

基準を適用する企業が、当委員会の補足文書を参考にし始めるタイミングに差がないこ

とが望ましいと考えられることから、ISSB から教育的資料等が公表された場合に、可及

的に速やかに対応することが考えられる。 

 

ディスカッション・ポイント 

ISSB が教育的資料等を公表した場合に関する事務局の分析（本資料第 14 項から第 16 項参

照）について、ご質問やご意見があればいただきたい。 
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（３） SSBJ基準公表後かつ強制適用前の見直し 

17. 前述（本資料（１）及び（２）参照）のとおり、ISSB 基準の要求事項の明確化について

ISSBが対応を行わない場合、後述の法令等に基づく SSBJ基準の強制適用後の見直し（本

資料（４）参照）までは、当委員会において SSBJ基準の見直しなどの対応は行わないこ

とが考えられる。 

18. 他の法域における法令等のもと、ISSB 基準に基づくサステナビリティ関連財務開示を行

っている企業が現時点でないことに鑑みると、SSBJ 基準の定めが明確であっても（すな

わち、作成者と保証業務実施者との間で SSBJ基準の要求事項の解釈に違いがなかった場

合であっても）、その適用が実務上著しく困難である場合がまったくないとは言い切れ

ないと考えられる。 

19. この点、我が国の会計基準を開発する企業会計基準委員会（以下「ASBJ」という。）では、

収益認識に関する会計基準及びリースに関する会計基準を公表した際に、これらの基準

における定めが明確であるものの、これらの基準に従った処理を行うことが実務上著し

く困難な状況が市場関係者により識別され、その旨 ASBJに提起された場合には、公開の

審議により、別途の対応を図ることの要否を ASBJにおいて判断することとしている（企

業会計基準第 29号「収益認識に関する会計基準」（以下「収益認識会計基準」という。）

第 96項及び企業会計基準第 34号「リースに関する会計基準」（以下「リース会計基準」

という。）BC12項）。 

20. これらの取扱いは、収益認識会計基準及びリース会計基準の実務への適用を行う過程で、

これらの会計基準の開発時に想定していなかった事態が生じ得るのではないかとの懸念

に対応したものとのことである（リース会計基準 BC12項）。 

21. ASBJでは、基準公表後の別途の対応に関して、具体的に次のような手順を置いている。 

(1) 市場関係者からの提起は、提出者名を明記した文書によることとし、電子メールに

より受け付ける。 

(2) 当該提起を受け取った場合、ASBJ 事務局は、その旨を ASBJ に報告するとともに、

ASBJ において、会計基準に従った処理を行う場合に実務上著しく困難な状況が認め

られるかどうか、及び、代替的な取扱いの要否等について検討する。また、必要に応

じて、公開の審議において提出者から提起された状況の説明を受ける。 

(3) 審議の結果、会計基準の改正が必要と判断した場合には、公開草案を公表し、公開草

案に寄せられた市場関係者からの意見を踏まえ、最終的な改正の要否について判断

する。 
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22. SSBJ 基準に関しても、同様の別途の対応（手順を含む。）を記述することが考えられる

がどうか。この場合、SSBJ 基準の全般的な要求事項を定める適用基準の結論の背景に含

めることが考えられる。また、この対応（受付）は、SSBJ 基準の公表と同時に開始する

ことになる。 

 

ディスカッション・ポイント 

SSBJ基準公表後かつ強制適用前の見直しに関する事務局の分析（本資料第 17項から第 22項

参照）について、ご質問やご意見があればいただきたい。 

 

（４） SSBJ基準強制適用後の見直し 

23. ISSB基準の要求事項について、ISSBにおいて明確化が図られることにより解消すること

もあると考えられるが、ISSB 基準を適用する企業の実務が収斂することを通じても解消

することがあると考えられる。特に ISSB基準が要求するそれぞれの開示項目についてど

れだけ詳細に記述されるのかについては、後者によるところが大きくなると考えられる。 

24. これまでの当委員会における議論においても、SSBJ 基準独自の取扱いについて、数年後

に見直すこととしている。これは、SSBJ 基準に従って作成されたサステナビリティ関連

財務開示が ISSB基準に従って作成されたサステナビリティ関連財務開示と同じになるこ

とを意図している中、実際の SSBJ基準に従った開示と ISSB基準に従った開示を比較し、

必要に応じて定めを追加又は削除することを想定したものである。 

25. この対応は、上記（３）とは異なり、ISSB 基準の解釈にも踏み込み得ることを想定して

いる。 

 法令等に基づく SSBJ基準の強制適用について、金融商品取引法に関しては、現時点で

金融商品取引法のもとで SSBJ基準の適用が強制される企業の範囲とその時期は確定して

いないが、国内外の実際の開示をみて議論することになると考えられることから、この

対応は、最初に SSBJ基準の適用が強制される企業の有価証券報告書が提出された後に開

始することになる。 
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ディスカッション・ポイント 

SSBJ基準強制適用後の見直しに関する事務局の分析（本資料第 23項から第 25項参照）につ

いて、ご質問やご意見があればいただきたい。 

Ⅳ．事務局による提案 

26. 以上の検討を踏まえ、確定基準公表後の対応として、次のようにすることが考えられる

がどうか。 

(1) 確定基準の公表後の対応として、次の事項を、適用基準の結論の背景に定める。 

① ISSB が ISSB 基準を改訂する場合、SSBJ 基準上の取扱いについて可及的速やか

に検討を開始する。 

② ISSB が教育的資料等を公表した場合、当委員会において、補足文書の公表の要

否について可及的速やかに検討を開始する。 

③ SSBJ 基準公表後かつ強制適用前の SSBJ 基準の見直しについて、SSBJ 基準にお

ける定めが明確であるものの、これに従った開示を行うことが実務上著しく困

難な状況が市場関係者により識別され、その旨当委員会に提起された場合には、

公開の審議により、別途の対応を図ることの要否を当委員会において判断する。 

④ SSBJ基準の強制適用後、SSBJ基準に従って作成されたサステナビリティ関連財

務開示が ISSB基準に従って作成されたサステナビリティ関連財務開示と同じに

なることを意図して、必要に応じて、SSBJ 基準における定めを追加又は削除す

ることを検討する。 

(2) (1)③の「別途の対応」に関する具体的な手順は、次のとおりとする。 

① 市場関係者からの提起は、提出者名を明記した文書によることとし、電子メール

により受け付ける。 

② 当該提起を受け取った場合、当委員会事務局は、その旨を当委員会に報告すると

ともに、当委員会において、SSBJ 基準に従った開示を行う場合に実務上著しく

困難な状況が認められるかどうか、及び、代替的な取扱いの要否等について検討

する。また、必要に応じて、公開の審議において提出者から提起された状況の説

明を受ける。 
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③ 審議の結果、SSBJ 基準の改正が必要と判断した場合には、公開草案を公表し、

公開草案に寄せられた市場関係者からの意見を踏まえ、最終的な改正の要否に

ついて判断する。 

 

ディスカッション・ポイント 

確定基準公表後の対応に関する事務局の提案（第 26項参照）について、ご質問やご意見があ

ればいただきたい。 

 

以 上 


